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１．平成18年９月中間期の業績（平成18年４月１日～平成18年９月30日）

(1）経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年９月中間期 23,330 4.1 2,676 2.7 2,689 2.6

17年９月中間期 22,408 29.2 2,605 37.1 2,620 37.3

18年３月期 46,124 5,500 5,737

中間(当期)純利益
１株当たり中間
(当期)純利益

百万円 ％ 円 銭

18年９月中間期 1,580 0.8 90 98

17年９月中間期 1,567 48.5 272 64

18年３月期 3,384 581 12

（注）①期中平均株式数 18年9月中間期  17,370,257株 17年9月中間期 5,750,044株 18年3月期 5,754,971株

②会計処理の方法の変更 無

③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率であります。

(2）財政状態 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

18年９月中間期 25,398 19,210 75.6 1,111 82

17年９月中間期 22,183 16,632 75.0 2,889 87

18年３月期 24,752 18,301 73.9 3,166 26

（注）①期末発行済株式数 18年9月中間期 17,278,198株 17年9月中間期 5,755,588株 18年3月期 5,767,668株

②期末自己株式数 18年9月中間期    97,562株 17年9月中間期 36,332株 18年3月期 24,252株

２．平成19年３月期の業績予想（平成18年４月１日～平成19年３月31日）  

売上高 経常利益 当期純利益

百万円 百万円 百万円

通　期 49,300 6,020 3,500

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　202円57銭

３．配当状況

・現金配当 １株当たり配当金（円）

中間期末 期末 年間

18年３月期 50.00 80.00 130.00 

19年３月期（実績） 22.00 －
52.00 

19年３月期（予想） － 30.00 

 

※１．平成18年２月３日開催の取締役会決議により、平成18年３月31日現在の株主に対し平成18年４月１日をもって、普
通株式１株につき３株の割合で株式分割しております。そのため、前事業年度に係る１株当たり中間（当期）純利益
及び１株当たり純資産は、当該株式分割が行われる前の数値で表示しております。

※２．業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報に基づき作成したものであり、様々な不確定要素が内在してお
りますので、実際の業績はこれらの予想数値と異なる場合があります。なお、上記予想に関する事項は中間決算短信
(連結)添付資料の５ページを参照して下さい。



６．個別中間財務諸表等
(1) 中間貸借対照表

  
前中間会計期間末

（平成17年９月30日）
当中間会計期間末

（平成18年９月30日）
前事業年度の要約貸借対照表

（平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ　流動資産           

１．現金及び預金  9,684,526   10,843,295   12,349,868   

２．売掛金  5,631,435   4,945,648   6,228,718   

３．たな卸資産  1,462,104   1,463,768   712,076   

４．繰延税金資産  369,892   367,381   423,069   

５．短期貸付金  300,000   3,000,000   300,000   

６．その他  529,653   471,409   543,098   

貸倒引当金  △17,096   △854   △19,020   

流動資産合計   17,960,516 81.0  21,090,649 83.0  20,537,810 83.0

Ⅱ　固定資産           

１．有形固定資産 ※1          

(1）建物  622,007   602,979   570,867   

(2）器具及び備品  470,029   449,183   441,928   

(3）土地  31,515   31,515   31,515   

有形固定資産合計  1,123,552   1,083,679   1,044,311   

２．無形固定資産  169,970   141,414   155,106   

３．投資その他の資産           

(1）繰延税金資産  144,266   143,459   132,904   

(2）敷金及び保証金  1,337,169   1,320,686   1,305,148   

(3）その他  1,482,690   1,653,037   1,611,702   

貸倒引当金  △34,528   △34,528   △34,528   

投資その他の資産
合計

 2,929,597   3,082,654   3,015,225   

固定資産合計   4,223,120 19.0  4,307,748 17.0  4,214,643 17.0

資産合計   22,183,637 100.0  25,398,397 100.0  24,752,454 100.0

           

（負債の部）           

Ⅰ　流動負債           

１．買掛金  607,303   400,469   456,987   

２．未払金  2,594,957   3,022,212   2,969,413   

３．未払法人税等  1,172,652   1,130,773   1,556,504   

４．未払消費税等 ※2 358,267   443,900   584,433   

５．賞与引当金  470,000   471,000   480,000   

６．役員賞与引当金  ―   15,000   ―   

７．その他  143,317   510,363   221,502   

流動負債合計   5,346,498 24.1  5,993,719 23.6  6,268,842 25.4

Ⅱ　固定負債           

１．退職給付引当金  93,864   73,236   64,187   

２．役員退職慰労引当
金

 92,426   103,319   99,526   

３．その他  17,939   17,939   17,939   

固定負債合計   204,229 0.9  194,494 0.8  181,654 0.7

負債合計   5,550,728 25.0  6,188,214 24.4  6,450,496 26.1
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前中間会計期間末

（平成17年９月30日）
当中間会計期間末

（平成18年９月30日）
前事業年度の要約貸借対照表

（平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資本の部）           

Ⅰ　資本金   998,256 4.5  ― ―  998,256 4.0

Ⅱ　資本剰余金           

１．資本準備金  1,202,750   ―   1,202,750   

２．自己株式処分差益  7,650   ―   87,904   

資本剰余金合計   1,210,400 5.4  ― ―  1,290,654 5.2

Ⅲ　利益剰余金           

１．利益準備金  127,000   ―   127,000   

２．任意積立金  11,952,601   ―   11,952,601   

３．中間(当期)未処分
利益

 2,488,879   ―   4,017,770   

利益剰余金合計   14,568,481 65.7  ― ―  16,097,371 65.0

Ⅳ　その他有価証券評価
差額金

  13,521 0.1  ― ―  21,172 0.1

Ⅴ　自己株式   △157,751 △0.7  ― ―  △105,497 △0.4

資本合計   16,632,908 75.0  ― ―  18,301,958 73.9

負債及び資本合計   22,183,637 100.0  ― ―  24,752,454 100.0

           

（純資産の部）           

Ⅰ　株主資本        

１．資本金  ― ― 998,256 3.9 ― ―

２．資本剰余金  

(1) 資本準備金 ― 1,202,750 ― 

(2) その他資本剰余

金
― 67,295 ― 

資本剰余金合計 ― ― 1,270,045 5.0 ― ―

３．利益剰余金  

(1) 利益準備金 ― 127,000 ― 

(2) その他利益剰余

金
   

固定資産圧縮積

立金
― 2,462 ― 

別途積立金 ― 14,348,300 ― 

繰越利益剰余金 ― 2,698,559 ― 

利益剰余金合計  ― ― 17,176,321 67.6 ― ―

４．自己株式  ― ― △255,986 △1.0 ― ―

株主資本合計  ― ― 19,188,636 75.5 ― ―

Ⅱ　評価・換算差額等       

１．その他有価証券評

価差額金
― ― 21,546 0.1 ― ―

評価・換算差額等合

計
― ― 21,546 0.1 ― ―

純資産合計 ― ― 19,210,183 75.6 ― ―

負債純資産合計 ― ― 25,398,397 100.0 ― ―
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(2) 中間損益計算書

  
前中間会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度の要約損益計算書
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   22,408,083 100.0  23,330,817 100.0  46,124,189 100.0

Ⅱ　売上原価   17,945,974 80.1  18,789,731 80.5  36,974,112 80.2

売上総利益   4,462,108 19.9  4,541,086 19.5  9,150,076 19.8

Ⅲ　販売費及び一般管理
費

  1,856,851 8.3  1,864,320 8.0  3,649,089 7.9

営業利益   2,605,257 11.6  2,676,765 11.5  5,500,987 11.9

Ⅳ　営業外収益 ※1  15,712 0.1  17,747 0.1  240,468 0.5

Ⅴ　営業外費用   623 0.0  5,345 0.1  3,644 0.0

経常利益   2,620,346 11.7  2,689,167 11.5  5,737,811 12.4

Ⅵ　特別利益   47,711 0.2  18,166 0.1  47,620 0.1

Ⅶ　特別損失   12,780 0.1  17,697 0.1  39,249 0.0

税引前中間(当期)
純利益

  2,655,276 11.8  2,689,636 11.5  5,746,181 12.5

法人税、住民税及
び事業税

 1,104,051   1,064,396   2,425,350   

法人税等調整額  △16,459 1,087,591 4.8 44,876 1,109,272 4.7 △63,523 2,361,826 5.2

中間(当期)純利益   1,567,685 7.0  1,580,363 6.8  3,384,354 7.3

前期繰越利益   921,194   ―   921,194  

中間配当額   ―   ―   287,779  

中間(当期)未処分
利益

  2,488,879   ―   4,017,770  
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(3) 中間株主資本等変動計算書

当中間会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益剰余金
 

利益剰余金
合計固定資産

圧縮積立
金

別途積立金
繰越利益剰
余金

平成18年３月31日　残高

（千円）
998,256 1,202,750 87,904 1,290,654 127,000 4,301 11,948,300 4,017,770 16,097,371

中間会計期間中の変動額

固定資産圧縮積立金の取崩

（前期分）（注）
     △1,372  1,372 ―

固定資産圧縮積立金の取崩

（当中間会計期間分）
     △467  467 ―

別途積立金の積立（注）       2,400,000 △2,400,000 ―

剰余金の配当（注）        △461,413 △461,413

役員賞与（注）        △40,000 △40,000

中間純利益        1,580,363 1,580,363

自己株式の取得          

自己株式の処分   △20,609 △20,609      

株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額（純

額）

         

中間会計期間中の変動額合計

（千円）
― ― △20,609 △20,609 ― △1,839 2,400,000 △1,319,210 1,078,950

平成18年９月30日　残高

（千円）
998,256 1,202,750 67,295 1,270,045 127,000 2,462 14,348,300 2,698,559 17,176,321

 株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式

株主資本合
計

その他有価
証券評価差
額金

評価・換
算差額等
合計

平成18年３月31日　残高

（千円）
△105,497 18,280,785 21,172 21,172 18,301,958

中間会計期間中の変動額

固定資産圧縮積立金の取崩

（前期分）（注）
 ―   ―

固定資産圧縮積立金の取崩

（当中間会計期間分）
 ―   ―

別途積立金の積立（注）  ―   ―

剰余金の配当（注）  △461,413   △461,413

役員賞与（注）  △40,000   △40,000

中間純利益  1,580,363   1,580,363

自己株式の取得 △243,990 △243,990   △243,990

自己株式の処分 93,500 72,891   72,891

株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額（純

額）

  373 373 373

中間会計期間中の変動額合計

（千円）
△150,489 907,851 373 373 908,224

平成18年９月30日　残高

（千円）
△255,986 19,188,636 21,546 21,546 19,210,183

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１．資産の評価基準及び評価方

法

 

(1)有価証券

子会社株式

移動平均法による原価法

(1)有価証券

子会社株式

同　　左

(1)有価証券

子会社株式

同　　左

 

 

 

その他有価証券

①時価のあるもの

　中間決算日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定)

その他有価証券

①時価のあるもの

　中間決算日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定)

その他有価証券

①時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）

 

 

②時価のないもの

　移動平均法による原価法

②時価のないもの

同　　左

②時価のないもの

同　　左

 

 

 

(2)たな卸資産

①仕掛品

　個別法による原価法

(2)たな卸資産

①仕掛品

同　　左

(2)たな卸資産

①仕掛品

同　　左

 

 

②貯蔵品

　移動平均法による原価法

②貯蔵品

同　　左

②貯蔵品

同　　左

２．固定資産の減価償却の方法

 

 

(1)有形固定資産

　定率法によっております。た

だし、平成10年４月1日以降に取

得した建物(附属設備を除く)に

ついては定額法を採用しており

ます。

主な耐用年数

　建　　　　物　３～15年

　器具及び備品　４～８年

(1)有形固定資産

同　　左

 

(1)有形固定資産

同　　左

 

 

 

(2)無形固定資産

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間(５年)に基づく定額

法を採用しております。

(2)無形固定資産

同　　左

(2)無形固定資産

同　　左

３．引当金の計上基準

 

(1)貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等の

特定の債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込額

を計上しております。

(1)貸倒引当金

同　　左

(1)貸倒引当金

同　　左

 

 

(2)賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるた

め、支給見込額を計上しておりま

す。

(2)賞与引当金

同　　左

(2)賞与引当金

同　　左

 

 

(3)役員賞与引当金

　　　　　　――
(3)役員賞与引当金

　役員賞与の支出に備えて、当事

業年度における支給見込額の当中

間会計期間負担額を計上しており

ます。

（会計方針の変更）

　当中間会計期間より、「役員賞

与に関する会計基準」（企業会計

基準第4号　平成17年11月29日）を

適用しております。

　これにより、営業利益、経常利

益及び税引前中間純利益は、それ

ぞれ15,000千円減少しております。

(3)役員賞与引当金

　　　　　　――
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項目
前中間会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

３．引当金の計上基準

 

(4)退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき、

当中間会計期間末において発生し

ていると認められる額を計上して

おります。

　過去勤務債務は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間(14年)

で定額法により処理しております。

数理計算上の差異は、各事業年度

の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数(10

年)による定率法により発生の翌

事業年度から費用処理することと

しております。

(4)退職給付引当金

同　　左

(4)退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき

計上しております。

　過去勤務債務は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間(14年)

で定額法により処理しております。

数理計算上の差異は、各事業年度

の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数(10

年)による定率法により発生の翌

事業年度から費用処理することと

しております。

 

 

(5)役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に備え

るため、内規に基づく中間期末要

支給額を計上しております。

(5)役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に備え

るため、内規に基づく中間期末要

支給額を計上しております。

　なお、当社は平成18年６月22日

開催の定時株主総会において役員

退職慰労金制度の廃止に伴う打切

り支給が決議されました。

　従って、当中間会計期間末にお

ける役員退職慰労引当金残高は、

当該決議以前から在任している役

員に対する要支給額であります。

(5)役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に備え

るため、内規に基づく期末要支給

額を計上しております。

４．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。

同　　左 同　　左

５．その他中間財務諸表（財務

諸表）作成のための基本と

なる重要な事項

(1)消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処

理は税抜方式によっております。

(1)消費税等の会計処理

同　　左

(1)消費税等の会計処理

同　　左

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

項目
前中間会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

(固定資産の減損に係る会計基

準)

 　当中間会計期間より、固定資産

の減損に係る会計基準(「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」(企業会計審議会 平

成14年８月９日))及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指

針」(企業会計基準適用指針第６

号 平成15年10月31日)を適用して

おります。これによる損益に与え

る影響はありません。

 ―― 　当事業年度より、固定資産の減損
に係る会計基準(「固定資産の減損
に係る会計基準の設定に関する意見
書」(企業会計審議会 平成14年８月
９日))及び「固定資産の減損に係る
会計基準の適用指針」(企業会計基
準適用指針第６号 平成15年10月31
日)を適用しております。
　これによる損益に与える影響はあ
りません。

(貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準）

――  　当中間会計期間より、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準第５号

　平成17年12月９日）及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」（企業

会計基準適用指針第８号　平成17

年12月９日）を適用しておりま

す。

　 これまでの資本の部の合計に相

当する金額は19,210,183千円であ

ります。

　 なお、当中間会計期間における

中間貸借対照表の純資産の部につ

いては、中間財務諸表等規則の改

正に伴い、改正後の中間財務諸表

等規則により作成しております。

 ――
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末
（平成17年９月30日）

当中間会計期間末
（平成18年９月30日）

前事業年度末
（平成18年３月31日）

※1.有形固定資産の減価償却累計額

　　　　 1,595,452千円

※1.有形固定資産の減価償却累計額

　　　　 1,825,554千円

※1.有形固定資産の減価償却累計額

　　     1,707,433千円

※2.消費税等の取扱

　仮受消費税等及び仮払消費税等は、相殺

のうえ、未払消費税等として表示しており

ます。

※2.消費税等の取扱

同　　左

※2.

――――

（中間損益計算書関係）

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

※1.営業外収益のうち主要なもの

受取手数料　　　　　　 6,528千円

※1.営業外収益のうち主要なもの

受取手数料　　　　　　 9,678千円

※1.営業外収益のうち主要なもの

補助金収入　　　　　207,173千円

2.減価償却実施額

有形固定資産　　　 　129,173千円

無形固定資産　　　　　26,553千円

2.減価償却実施額

有形固定資産　　　 　120,984千円

無形固定資産　　　　　23,966千円

2.減価償却実施額

有形固定資産　　　　275,197千円

無形固定資産　　　　 50,954千円

（中間株主資本等変動計算書関係）

 当中間会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

 

 自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式数

（株）

当中間会計期間増加

　　株式数（株）

当中間会計期間減少

　　株式数（株）

当中間会計期間末株

式数（株）

 普通株式　（注） 24,252 109,010 35,700 97,562

 　　　　合計 24,252 109,010 35,700 97,562

（注）普通株式の自己株式数の増加109,010株は、株式分割（１：３）による増加48,504株、平成18年５月12日の取締役

会決議に基づく市場買付けによる増加60,500株及び単元未満株式の買取りによる増加６株、また減少35,700株は、ストッ

クオプションの権利行使による減少であります。
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①　リース取引

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額

 

取得価
額相当
額
(千円)

減価償
却累計
額相当
額
(千円)

中間期
末残高
相当額
(千円)

建物 13,298 830 12,468

器具及び備品 267,819 61,016 206,802

ソフトウェア 42,315 8,000 34,314

合計 323,433 69,847 253,586

 

取得価
額相当
額
(千円)

減価償
却累計
額相当
額
(千円)

中間期
末残高
相当額
(千円)

建物 28,058 4,798 23,259

器具及び備品 331,218 113,881 217,336

ソフトウェア 43,295 17,327 25,967

合計 402,571 136,007 266,564

 

取得価
額相当
額
(千円)

減価償
却累計
額相当
額
(千円)

期末残
高相当
額
(千円)

建物 17,098 2,421 14,676

器具及び備品 300,576 80,124 220,451

ソフトウェア 42,315 12,622 29,692

合計 359,989 95,168 264,820

(2)未経過リース料中間期末残高相当額 (2)未経過リース料中間期末残高相当額 (2)未経過リース料期末残高相当額

１年内 65,505千円

１年超 190,630千円

合計 256,136千円

１年内 85,260千円

１年超        185,390千円

合計        270,651千円

１年内      75,922千円

１年超        192,207千円

合計        268,130千円

(3)支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額

(3)支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額

(3)支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額

支払リース料 33,067千円

減価償却費相当額 31,370千円

支払利息相当額 2,700千円

支払リース料      43,003千円

減価償却費相当額      40,904千円

支払利息相当額     2,878千円

支払リース料       72,237千円

減価償却費相当額       68,593千円

支払利息相当額      5,546千円

(4)減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。

(4)減価償却費相当額の算定方法

同　　左

(4)減価償却費相当額の算定方法

同　　左

(5)利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっ

ております。

(5)利息相当額の算定方法

同　　左

(5)利息相当額の算定方法

同　　左

②　有価証券

　前中間会計期間末、当中間会計期間末及び前事業年度末のいずれにおいても子会社株式で時価のあるものはあ

りません。

（１株当たり情報）

　前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度に係る１株当たり情報については、中間連結財務諸表を作成

しているため記載を省略しております。
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（重要な後発事象）

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

 ───── １．株式会社アスペイワークの株式取得

　平成18年10月17日開催の当社取締役会にお

いて、当社の人材採用力向上を目的として、

株式会社アスペイワークの第三者割当増資を

引き受けることによる株式取得決議をし、平

成18年10月19日に払込を完了いたしました。

（１）株式取得の概要

引受株式数　780株(増資後の所有割合39％)

引受総額　39,000千円

（２）株式会社アスペイワークの概要

商号　株式会社アスペイワーク

主な事業内容　人材アウトソーシング業

代表者　代表取締役社長　棈松 修

所在地　東京都新宿区新宿四丁目３番17号 

資本金　100,000千円(平成18年10月末日現

在)

１. 株式分割

　平成18年２月３日開催の当社取締役会の決議に

基づき、次のとおり株式分割による新株式を発行

しております。

(１)平成18年４月１日付をもって、普通株式１株

を３株に分割いたしました。

(２)分割の方法

　平成18年３月31日最終の株主名簿及び実質株主

名簿に記載又は記録された株主の所有普通株式１

株につき３株の割合をもって分割いたしました。

(３)分割により増加する株式数

　普通株式　11,583,840株

(４)配当起算日

　平成18年４月１日

(５)当該株式分割が前期首に行われたと仮定した

場合の前事業年度における１株当たり情報及び当

期首に行われたと仮定した場合の当事業年度にお

ける１株当たり情報は、それぞれ次のとおりであ

ります。 

(前事業年度)  

 　１株当たり純資産額 887円86銭

 　１株当たり当期純利益 151円15銭

 　潜在株式調整後

　 １株当たり当期純利益
150円78銭

 (当事業年度)  

  　１株当たり純資産額 1,055円42銭

  　１株当たり当期純利益 193円71銭

  　潜在株式調整後

　　１株当たり当期純利益
192円83銭

   

２．自己株式の取得

　平成18年５月12日開催の当社取締役会において、

経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行

のため、自己株式を取得することを決議いたしまし

た。

　決議の内容は、以下のとおりであります。

(１)取得する株式の種類

　普通株式

(２)取得する株式の総数

　15万株(上限)

　(発行済株式総数に対する割合　0.86％)

(３)株式の取得価額の総額

　10億円(上限)

(４)自己株式買受けの日程

　平成18年５月15日から平成19年３月20日まで

(５)取得方法

　市場買付け

以上
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